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研究要旨 
本研究は、平成 29 年度に厚労省が実施する「人生の最終段階における医療に関する

意識調査（仮）」に向けて、調査に盛り込むべき概念整理及び計測方法（質問項目等）

を開発し、当該調査の実施にかかる提言を行うことを目的とした。初年度（平成 28年

度）は、レビューとして、各国の終末期医療についてのガイドライン、内外のアドバン

スドケアプランニングに関する文献、我が国の代表的な遺族調査である「遺族によるホ

スピス・緩和ケアの質の評価に関する研究（J-HOPE 研究）」、海外の主な国民レベル意識

調査のレビュー、これまでの本意識調査のまとめを実施した。当初、平成 28年度に本

調査を模した予備調査の実施を計画していたが、本調査の内容の検討を十分に行うこと

を目的として、予備調査は行わず、上記レビューおよび次の４種の課題別小規模予備調

査の充実を図ることとした。 

① 市民公開講座参加者を対象とした人生の最終段階に関する意識調査 

② 救急調査（救急外来・ICUにおける医療職員に対し、終末期医療や救命医療につ

いての意識を調査）、 

③ 学会調査（各医系学会が終末期医療における用語をどのように扱っているか、お

よび終末期医療に対するマニュアル等を整備しているかを調査）、 

④自治体調査（地方自治体が終末期医療についてどのような啓蒙活動を行っているか

を調査） 

① および④の自治体調査については、集計まで実施し本報告に記載した。②および

③は次年度（平成 30 年度）にまとめていく予定である。 

意識の高まりがある程度進んできた中、今回の調査では、事前の話し合いや意思表明な
どの具体的な行動に結びつく知見を得ることが重要であると考えられた。 

 
 
 
Ａ．研究目的 

本研究は、平成29年度に厚労省が実施す
る「人生の最終段階における医療に関する
意識調査（仮）」に向けて、調査に盛り込む

べき概念整理及び計測方法（質問項目等）を
開発し、当該調査の実施にかかる提言を行
うことを目的とした。 

Ｂ．研究方法 
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レビューとして、各国の終末期医療につ
いてのガイドライン、内外のアドバンスド
ケアプランニングに関する文献、我が国の
代表的な遺族調査である「遺族によるホス
ピス・緩和ケアの質の評価に関する研究（J
-HOPE研究）」、海外の主な国民レベル意
識調査のレビュー、これまでの本意識調査
のまとめを実施した。また、これらレビュー
の結果は逐次、多方面の研究協力者（章末に
リスト）を含む班会議にて共有し、意見交換
を行ない、それらを集約して調査票を提案
した。 

また、課題別小規模予備調査として、以下
の4調査を進めた。 
① 市民公開講座参加者を対象とした

人生の最終段階に関する意識調査 
② 救急調査（救急外来・ICUにおける

医療職員に対し、終末期医療や救命医療に
ついての意識を調査）、 
③ 学会調査（各医系学会が終末期医

療における用語をどのように扱っているか、
および終末期医療に対するマニュアル等を
整備しているかを調査）、 
④自治体調査（地方自治体が終末期医療

についてどのような啓蒙活動を行っている
かを調査） 

①および④の自治体調査については、集
計まで実施し本報告に記載している。②お
よび③は次年度（平成30年度）にまとめて
いく予定である。 
各レビューおよび調査方法の詳細は、個

別の分担研究報告書を参照されたい。 
これらのレビューおよび調査結果をもと

に、新たな質問票を作成し提案した。質問項
目は掲載しないが、レビュー・情報収集の結
果と調査票案の設問対応表は本総括研究の
報告として掲載する。 
 
Ｃ．研究結果 
1）レビューの主な結果 
・ガイドラインレビューでは、18か国に

ある56ガイドラインをレビューし、国によ
ってはガイドラインの対象が医療関係者や
国民など分けられて準備されている実態が
明らかとなった。 
・内外のアドバンスドケアプランニング

に関する文献レビューからは、人生の最終
段階においてどのような医療を受けたいか
をあらかじめ考えることに関して調査する
際は、調査設計や調査対象者の帰属性が結

果に影響する可能性を考慮した調査票作成
が必要であると考えられた。 
・J-HOPE研究からは、国民に人生の最終

段階の治療の目標や過ごし方に関する話し
合いをもつことを促すことを考慮した調査
票作成には、意義があると考えられた。 
・海外の国民レベルの調査は、英国で主

に行われており、政策とあわせた変遷があ
ったが、意思決定の法制化のもとである点
が我が国と異なっていることが明らかとな
った。 
また、これらのレビュー・情報収集、班会

議での議論の結果と新調査票案の設問対応
表を、主に前回までの調査票にない設問を
中心に表1に示した。人生の最終段階におけ
る医療について、一人一人が考えることや、
家族や医療・介護者との話し合いのコミュ
ニケーションやプロセスを促進させていく
ことに焦点をおいた調査票案を作成した。 
Ｄ．考察 
まず、前回調査に比して、人生の最後の医

療について国民の関心が高まってきている
ことが考えられた。また、このことを話しあ
うことの意義も確認された。そこで、本研究
班では、これまでの調査より踏み込んで、関
心はあるが、その先の具体的な意思決定や
表明に結びつけることを中心に設問の提案
をすることとした。 

しかし、一方で、年齢や職業、属性などに
より大きく傾向が異なることが予想され、 
これらの属性別にある程度十分なサンプ

ルを対象とし、属性別の分析を行うことが
重要と考えられた。 

 
Ｅ．結論 
意識の高まりがある程度進んできた中、

今回の調査では、事前の話し合いや意思表
明などの具体的な行動に結びつく知見を得
ることが重要であると考えられた。 

 
Ｆ．健康危険情報 
該当なし 
 
Ｇ．研究発表 
1.  論文発表 
なし 
2.  学会発表 
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なし 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
  （予定を含む。） 
1. 特許取得 
なし 
2. 実用新案登録 
なし 
3.その他 
なし 
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研究要旨 
～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 
集中治療・救急医療に関わる医療従事者の

終末期医療に対する意識調査 
 
集中治療に関わる医療従事者の終末期医療

に対する質問紙による意識調査は過去に行

われているが、2014 年に救急・集中治療に

おける終末期医療に関するガイドラインが

発表されて以降は、集中治療・救急医療に関

わる医療従事者の終末期医療に対する意識

調査は行われておらず、現状は不明である。 
そこで、本研究では、集中治療・救急医療に

関わる医療従事者の終末期医療に対する現

状、考えを明らかにすることを目的にアン

ケート調査を行う。2017 年 5 月にインター

ネット上で施行予定である。 
～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 
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人生の最終段階の医療に関する用語およ

びガイドライン策定に関するに関する研

究 

 
本研究の目的は、日本の医学系の学会にお

ける人生の最終段階における医療（終末期

医療）に関する用語の学会での使用状況お

よび定義、ガイドラインの策定状況等の実

態を明らかにすることである。平成 29年 3

月に日本医学分科会の 126 分科会を対象に、

学会における人生の最終段階における医療

（終末期医療）に関する用語の学会での使

用状況および定義、さらにガイドラインの

策定状況について、アンケート調査を実施

した。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 
自治体における人生の最終段階における

医療に係る普及啓発等の取組に関する研

究 

 

本研究の目的は、人生の最終段階を過ごし

たい場所や希望する医療等について、リー

フレット・パンフレット等の媒体（以下、資

料）の作成状況やその記載内容、配布方法等

を把握し、今後の自治体の普及啓発の取組

支援等について検討するための基礎資料を

得ることであった。平成 29 年 2～3 月に、

都道府県の在宅医療担当部局（47都道府県）、

市区町村の在宅医療・介護連携推進事業担

当部局（1,741自治体）を対象に、人生の最

終段階（終末期）における医療について、行

政が主体となって、住民に対する普及啓発

を目的としたリーフレット・パンフレット

等の媒体の作成状況等について、アンケー

ト調査を実施した。結果、都道府県の回収数

は 41（回収率 87.2%）、市区町村の回収数は

1,556（回収率 66.4%）であった。都道府県

の回答では、資料を「作成した」が 26.8%、

「現在作成中」が 2.4%、「作成していない」

が 70.7％であった。資料の配布以外の取組

については、68.3%の都道府県が「取組があ

る」と回答していた。市区町村の回答では、

「作成した」が 9.7%、「現在作成中」が 2.3%、

「作成していない」が 88.1%、資料の配布以

外の取組については、「取組がある」は 36.4%

であった。「人口が少ない」「高齢化率が高

い」「自宅死の割合が低い」市区町村ほど、

資料を「作成していない」傾向にあり、普及

啓発の取組が急務と考えられる自治体ほど

実際には取組がされていない可能性が示唆

された。一方、取組を行った自治体では、人

生の最終段階における医療についての関心

や理解が深まり、在宅での看取りの推進等

が普及啓発の効果として挙げられている。

今後、普及啓発を進めていくためには、本調

査結果で示された取組を行っている自治体

の好事例を提示していくことに加え、各自

治体における医療・介護資源等の実態や課

題を明らかにし、地域の特性に合わせた支

援策を検討することが必要である。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

人生の最終段階における医療のあり方に
関する調査の手法開発及び分析に関する
研究 

 
本研究は『人生の最終段階（End of Life:以下

EOL）における』ケア が国際的にどのよう

に提供されているかを把握するために、17

の国及び地域におけるガイドラインの収集

を行い、全体像の把握に必要と考えられる

項目を選定し、これにそって各国の内容を

表にまとめ考察を行った。本研究により、今

後の日本のEOLガイドラインの作成及び改
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定の示唆を得ることができた。それらは、多

様なガイドライン利用者に対応した内容の

修正、該当する法律に対する情報の記載、 

全てのEOLケアの対象者に対する教育の拡

充、最新情報の提供である。さらに、多様な

専門家チームと家族とコミュニケーショは、

患者の権利を守る上で必須である。ガイド

ラインはそれを守る上でも助けとなること

も示唆された。 
～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

人生の最終段階における医療に関する意

識調査のための予備調査-小田原市立病

院市民公開講座での参加者意識調査- 

人生の最終段階における医療に関する意

識調査に用いる調査票作成にむけての予

備調査を行った。小田原市立病院主催で

行われるがんに関する市民公開講座に出

席した参加者を対象とし、以下の二つを

主要目的として調査を行った。一つは人

生の最終段階について考えたことがある

人がどのくらいいるのか、また、考えるこ

とを促進する要因は何かを明らかにする

ことを目的とした。二つ目の目的として、

死期が迫っている時に、最期を迎える場

所として自宅を選択する人はどのくらい

いるのか、また、地域のがん医療に対する

安心感は自宅を選択することに関連があ

るかを探ることとした。結果、解析対象者

の約 80%が人生の最終段階について考え

た経験があると答えた。自分自身が死を

身近に感じたり、年齢や病気などで死を

意識したりすることは、人生の最終段階

について考える要素になることが示唆さ

れた。また、最期を迎える場所として自宅

を選択した人は解析対象者の 34.4%で、地

域のがん医療に対する安心感が強いと有

意に自宅を選択することが示唆された。

人生の最終段階における医療に関する意

識調査の調査票の内容の検討に、今回の

調査結果も踏まえていく予定である。 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

人生の最終段階における医療に関する意識

調査にむけた内外の文献レビュー 

今回の人生の最終段階における医療に関す

る意識調査の調査票作成に際し、人生の最

終段階においてどのような医療を受けたい

かをあらかじめ考えておくことの意義、お

よびその関連要因に焦点をあてた文献レビ

ューや国内外の情報収集(その 1)を行っ

た。また、我が国の代表的な遺族調査であ

る「遺族によるホスピス・緩和ケアの質の

評価に関する研究（J-HOPE研究）」につい

て(その 2)、詳細に検討をした。 

その結果、人生の最終段階においてどのよ

うな医療を受けたいかをあらかじめ考える

ことに関して調査する際は、調査設計や調

査対象者の帰属性が結果に影響する可能性

を考慮した調査票作成が必要であると考え

られた。加えて、J-HOPE研究では人生の

最終段階の治療の目標や過ごし方に関する

話し合いをもつことは、遺族評価による

「患者の望ましい死の達成」や「人生の最

終段階に受けたケアの質」の評価が有意に

高かったと報告されていたことより、今

後、わが国においても、これらの話し合い

を国民に促すことを考慮した調査票作成に

は意義があると考えられた。 

＊J-HOPEでは終末期という言葉が使われ

ていたが、この研究要旨の中では、今後の

調査にあわせ「人生の最終段階」という言

葉に置き換えた 
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～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

人生の最終段階における医療に関する意識

調査にむけた検討（１） 

目的 

海外の国レベルの終末期医療に対する意識

調査を比較し、将来の終末期医療に対する

意識調査における示唆を得ることを目的と

する。 

方法 

２方向の検索方法を用いた。１つ目は

Medline で選択基準を介して抽出した。２

つ目は逆に、終末期医療の先進的な対策を

有する国を特定し、各国個別にその根拠と

なる文献を調べた。調査内容は類型分類ご

とに分析を行った。  

結果 

2536件の資料のうち、６件が海外におけ

る国民意識調査であった。該当した国は、

英国（４件）、カナダ（1件）、及びオース

トラリア（１件）である。 政策反映につ

いて言及していた国民意識調査は２つ、英

国及びオーストラリアであった。 

結論 

まず、英国では、多くの団体がいろいろな

視点で国レベルの意識調査を頻回に行い、

そこから政策を決定していくプロセスもあ

り、国民の関心につながっていた。我が国

の調査もこれに学べる点もあると考える。 

 意思決定に関する法的アプローチがない

現状における日本は、英国などとは意思決

定への考え方が根本的に異なる可能性があ

り、結果の解釈などには、この点を考慮す

る必要がある。 

 しかし、欧米でも必ずしも自己決定をし

たい者が多かったわけではなかった。 

また、意識調査後のデータなどは、英国の

ようにオープンデータとして活用されると

研究も増え、一般への周知を促すためにも

有用かもしれない。 

 文化や調査の背景の異なる日本において

も、こうした調査を通してオープンな議論

が広がることの価値は大きいと考える。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

人生の最終段階における医療に関する意識

調査にむけた検討（２） 

【目的】厚生労働省（以下、厚労省）が実

施してきた人生の最終段階における医療に

関する調査をもとに、新たな調査内容への

示唆を得る。【方法】平成 4年以降実施さ

れている意識調査のうちの直近 3回の調査

に関して比較調査を行い、調査対象、調査

内容、調査結果の違いを検討した。【結

果】3回の調査間での国民の医療ニーズに

合わせた工夫による質問の変更が多かった

が、共通して、自身が末期状態である場合

の積極的な延命医療は選択しない傾向にあ

ることが分かった。また、立場や職種によ

って異なることもわかった。【結論】末期

状態の患者に対する医療の在り方に関し

て、全対象者において、自身が末期状態で

ある場合の積極的な延命医療は選択しない

傾向にあることが分かった。しかし、一方

で医療福祉従事者が担当患者に勧める医療

ではまた違った傾向を見せていた。同様

に、療養場所や代理人による治療方針の決

定等に関して職種での考え方の違いも見ら

れた。 

これら様々な考え方の中で、今後、医療提

供者間、および医療提供者と患者間でコミ

ュニケーションを図り、両者が納得できる
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医療の在り方をより検討していく必要があ

る。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【国民用】

調査票作成に向けての全
体的な方向性

Christine R Durbin
et al.（2016）

文章と言語もしくは映像を加えた複合的アプローチの方が、単一のアプローチより
有意に事前指示書作成率が増加することが明らかとなった。

問1-6b・1-6d・1-6e・1-6f

話し合いを促進する因子を探る選択肢の中に、医療者による話し合い
のサポートや、イベント・キャンペーンなどの言語的な加入を含め
た。

人生の最終段階における
医療に関する話し合いの
機会を促進する因子は何
かを探る

36～47%のがん患者が現在もしくは今後のヘルスケアに関する意思決定に家族を含む
ことを望む。

問1-3　

人生の最終段階における
医療に関する話し合い
は、医療者とどのくらい
なされているのかを探る

Jolien J Glaudemans
et al. (2015)

患者は医師が報告するほどアドバンスケアプランニングを行っているとは思ってい
ない。回答のあった健康な高齢者の15%しか医療者とアドバンスケアプランニングの
話し合いをしていないとの報告もある。

問1-7

レビューや情報収集の結果

出典 内容
調査票の設問

人生の最終段階における
医療について考えた経験
があるかを問う

小田原市立病院市民公開
講座での参加者意識調査
（同報告書内）

解析対象者の約80%が人生の最終段階について考えた経験があると答えた。 問1-2

小田原市立病院市民公開講座における参加者意識調査では、「医療」
に限定した設問ではなかったが、人生の最終段階への関心は低くはな
いと思われる。どの程度の人が自身の人生の最終段階における医療に
ついて、（話し合う前の段階である）考えた経験があるのかを明らか
にする。

小田原市立病院市民公開
講座での参加者意識調査
（同報告書内）

あらかじめ人生の最期について考えておく必要性を感じている人の80.4%が誰かと話
し合いたいと考えている。話し合う相手としては、家族と考えている人の割合が最
多であった。

意思決定をする際の話し
合いに関する質問

Stephanie Johnson
et al.   (2016)

表作成：羽成恭子

人生の最終段階における医療に関して、家族と話し合いたいと思って
いる人がどのくらいいるのかを探る。

Stephanie Johnson
et al.   (2016)

有症状のがん患者対象の調査では、人生の最終段階のケアについて意思決定の話し
合いの際、34.4%の人が相談ではなく自分自身で意思決定をすることを好む。

問1-3・1-4・1-5　問2

人生の最終段階における医療に関して、誰にも相談せず自分で決めた
い人は、いずれの問にも「1．思わない」を選択すると想定。また、
問2の「4.他の人に決めてほしいとは思わない」人がどの程度いるの
か探る。

山口崇
（2016）

EOL discussion　（「終末期の治療の目標や過ごし方に関する話し合い」とした）
をもった場合，遺族の抑うつ・複雑性悲嘆の合併が有意に少なく、遺族評価による
「患者の望ましい死の達成」や「終末期に受けたケアの質」の評価が有意に高かっ
た。

アドバンスケアプランニングは患者自身やその家族に意義がある。
今回の調査票は、事前指示書作成にのみ焦点をあてるのではなく、そ
れらも含めた話し合いなどのコミュニケーヨンやプロセスを促進して
いくことに焦点をあてた国民意識調査調査票作成を目指す。よって、
国民の意識を把握するに留まらず、人生の最終段階の医療について考
えたい、もしくは話し合いたいという希望をもつ人が、どうしたらそ
うすることができるようになるかを探る質問も意識的に組み込んだ。

人生の最終段階における医療に関して、どのくらいの人が医療や介護
などの専門職と話し合いの機会をもったことがあるかを探る。

表１　レビュー・情報収集の結果と調査票案の設問対応表－主に前回までの調査票と変化のある設問を中心に－

設問の目的

Carmen H.M. Houben
et al.（2014）

1999～2005年、2006～2012年の期間は1992～1998年と比較して、単に事前指示書作
成に焦点をあてた介入よりも、事前指示書作成も含めたコミュニケーションに焦点
をあてた介入が有意に多い。また、アドバンスケアプランニングは成人における事
前指示書の完成を増加させ、EOL(End-of-life)ケアの希望に関する患者と医療者の
話し合いを増し、患者の希望と実際に受けるEOLケアの一致をもたらすことが明らか
となった。
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【医療・介護者用】

Stephanie Johnson
et al.   (2016)

問9-1　問10-2

死期がせまっている時に、どこで最期を迎えたいと考えているかを明
らかにすると共に、自宅で最期を迎えることが困難だと感じている人
の不安や障壁を明らかにする。

対象者の年齢に関しては、75歳以上である後期高齢者以降でも層別化
が可能な年齢区分とした。

小田原市立病院市民公開
講座での参加者意識調査
（同報告書内）

自分自身が死を身近に感じたり、年齢や病気などで死を意識したりすることは、人
生の最終段階について考える要素になることが示唆された。

フェースシート　F8

身近で大切な人の死を最近５年間に経験した人を抽出する。

問1-8

事前指示書の記載を希望する人がどの程度いるのかを探る。

自身が判断できなくなっ
た時の治療方針決定に関
する質問

設問の目的
レビューや情報収集の結果

調査票の設問
出典 内容

島田ら(2015) 会話も記録もある人が10.0％、会話のみある人が39.0％、会話も記録もない人が
47.6％と、記録より会話による方法をとることが多い。

問1-9

事前指示書を記載している人がどの程度いるのかを探る。

人生の最終段階における
医療に関する意識調査に
むけた内外の文献レ
ビュー（同報告書内）

人生の最終段階においてどのような医療を受けたいかをあらかじめ考えることに関
して調査する際は、調査対象者の帰属性が結果に影響する可能性がある。

フェースシート　F2

意思決定をする際の話し
合いに関する質問

Stephanie Johnson
et al.   (2016)

患者も医療者も何かが起こるまで、アドバンスケアプランニングの開始は遅い方が
いいと思っている。

問2･3

どの段階で人生の最終段階における医療について考えるのがよいと
思っているのかを探る

調査対象者の基本属性に
関する質問

事前指示書への関心につ
いての質問

患者は希望が病状で変化することも、その希望が通らないかもしれないことも、希
望に従うかどうかを家族や医療者がそれぞれの判断をすることも受け入れており、
信頼した医療者に治療の決定を委託することを幸せに感じている。

希望する最期を迎える場
所に関する質問

小田原市立病院市民公開
講座での参加者意識調査
（同報告書内）

地域のがん医療に対する安心感が高いと、最期を迎える場所として自宅を選択する
ことが示唆された。自宅で最期を迎えることを考える際に、地域で支える医療に関
する不安を軽減することは、自宅で最期を迎えたいと希望する人を増やす可能性が
考えられた。

Nishieら(2014) 50歳以上の一般市民1000名のうちリビングウィルへの関心がある人は全体の77％で
あった。

問2

どの程度の人が自身が判断できなくなった時に医療者に治療方針を決
定して欲しいと思っているのかを探る。
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